
さいたま市水道施設再構築計画 概要版

第1章 水道施設再構築計画の概要

1-1 はじめに

• 本市の水道事業は、将来的な人口減少とそれに伴う給水収益の減少が見込まれる中、水道施設は老朽化

が進んでおり、その更新需要は今後更に増加します。

• 水道施設は、大規模な災害が発生した場合でも可能な限り給水を継続し、市民生活への影響を最小現に

とどめるため、災害対策を推進していく必要があります。

「さいたま市水道施設再構築計画」は、次世代に健全な水道施設を引継ぐため、将来的な水需要の減少を

見据えた施設の統廃合、ダウンサイジングなど、令和3年度から令和32年度までの30年間にわたる水道施

設の再構築について基本方針を示すものです。

1-2 位置付け

• 上位計画である「さいたま市水道事業長期構想」の将来像、基本理念、基本施策を受け、その実現のた

めに必要な個別事業の基本方針を示す計画として位置付けます。

1-3 計画期間

• 水道施設の再構築は長期的な視点で進めていく必要があるため、関連計画である「さいたま市公共施設

マネジメント計画」を踏まえ、令和3年度から令和32年度までの30年間を計画期間とします。

• 10年を1期として施設整備を進め、水需要の変化や事業進捗を踏まえ、10年毎に計画の見直しを行いま

す。
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図 2 計画期間

第2章 水道施設の概要

2-1 水源

• 昭和12年の給水開始から深井戸による地下水を水源とし、水需要の増加や地盤沈下の防止に対応するた

め、昭和43年から利根川・荒川水系を水源とする埼玉県営水道からの受水（県水）を開始しています。

• 現在では取水量の約90％を県水、約10％を地下水としています。

2-2 深井戸及び浄・配水場

• 深井戸は令和元年度末で59井稼動し、地下水源

量は常用及び予備を合わせて137,500㎥／日を

保有しています。

• 浄水場7か所、配水場13か所が設置されており、

その施設能力は計538,000㎥／日です。

2-3 水道管路及び配水管網

• 導・送・配水管の総延長は令和元年度末で3,657

㎞です。

• 効率的で安定した給水ができる配水管網を形成

するため、給水区域を分割する配水ブロックを

構築しています。

図 3 水道施設

第3章 水道施設の現状と課題

3-1 水需要の推移

• 今後の水需要は、人口増加が続く令和12年頃ま

では現在と同程度に推移し、将来的には人口減

少に伴い緩やかに減少していくと予測されます。

3-2 施設能力の適正化

• 将来的な水需要の減少を考慮すると、現在の

浄・配水場の施設能力を維持した場合は、その

更新や維持管理に係る費用が過大となります。

3-3 水道施設の老朽化

• 昭和30年代から50年代に整備した水道施設は老

朽化が進んでおり、その更新需要は今後更に増

加する見込みです。

3-4 自然災害によるリスク

• 近年の震災・豪雨などの自然災害により、全国

的に水道施設に被害が生じています。

• 本市においても想定される最大クラスの災害に

対して災害対策を進めていく必要があります。

図 4 法定耐用年数を超過する水道管路
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地方公営企業法施行規則で定められる減価償却期間で、

水道管路は40年となっている。
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図 5 近年の自然災害による水道施設の被害状況
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第4章 水道施設再構築計画の基本方針

• 上位計画である長期構想では、50年後、100年後を見据えて、安全・安心な水道を安定的に供給してい

くため、「市民とともに ～常に信頼されるさいたま市の水道～」を将来像として定めています。また、

この将来像を実現すべく、3つの基本理念と5つの基本施策を定めています。

• 水道施設再構築計画は、長期構想における将来像、基本理念及び基本施策、関連計画であるさいたま市

公共施設マネジメント計画の「インフラ三原則」を踏まえ、2つの基本方針を定めています。

市民とともに

～常に信頼されるさいたま市の水道～
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安全
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安全
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災害対策

災害・事故対策の推進

サービス

お客さまサービスの充実

基盤強化

経営基盤の強化

長期構想における将来像、基本理念、基本施策

インフラ三原則

 現状の投資額（一般財源）を維持する

 少子高齢化、人口減少に対応した持続可能な都市づくりを推進する。

 本市のインフラは十分な水準に達していないため、現状の投資額の範囲内で、費用

対効果や経済波及効果を考慮し、新設及び改修・更新をバランスよく実施する。

 ライフサイクルコストを縮減する

 長寿命化を可能な限り図るとともに、計画的、効率的な改修・更新を推進する。

 ＰＰＰなど、民間活力を活用し、機能を維持・向上させつつ、改修・更新コスト及

び管理運営コストを縮減する。

 道路や公園などの公共空間の立体利用や公共空間の有効活用により、コストの縮減

及び自主財源の確保を図る。

 効率的に新たなニーズに対応する

 バリアフリー、環境、防災などの新たなニーズに対しては、効率的な整備・対応を

推進する。

さいたま市公共施設マネジメント計画（平成24年6月）

事業の平準化を考慮した計画的な更新及び災害対策の推進②

水道施設再構築計画における基本方針

将来の水需要減少を見据えた施設能力・規模の適正化①

本市の水需要は、人口増加が続く令和12年頃までは現在と同程度で推移し、将来的には人口減少に合わ

せて緩やかに減少していく見込みです。そのため、現在の浄・配水場の施設能力や予備能力、配水管網や

口径を維持した場合は、その運用や更新・維持管理に係る費用が過大となり、財政運営に大きな影響を与

えることが予想されます。

そこで、将来的な水需要の減少と、災害・事故による配水場の停止や配水幹線の断水など非常時に必要

なバックアップ能力を確保した上で、浄・配水場の施設能力や予備能力の見直し、施設の統廃合、配水管

網の整備や適正な更新口径による更新など段階的なダウンサイジングを実施し、施設能力・規模の適正化

を図りながら安定給水の確保に努めます。

本市の水道施設は、昭和30年代から50年代にかけて整備されたものが多く、更新需要は今後更に増加し

ていきます。また、水道施設は、大規模な災害が発生した場合でも被害を最小限にとどめ、可能な限り給

水を確保する必要があるため、更新と併せて災害対策を進めることが重要です。

そこで、今後の更新や災害対策に必要な事業量や事業費を考慮し、事業の平準化に取り組むため、本市

における水道施設の更新実績や実際の使用年数を踏まえた独自の「更新基準年数」を設定し、水道施設の

計画的な更新、耐震化や浸水対策を進めます。また、更新の際は、民間事業者の技術的能力や創意工夫を

活用することにより、事業費の削減や工期の短縮が期待できる官民連携手法についても、その導入を調

査・検討していきます。

第5章 施設整備方針

5-1 計画給水量の設定

• 平成21年度から平成30年度までの給水量実績を基に時系列傾向分析を行い、30年先の水需要を予測しま

した。また、この予測結果を基に、10年を1期として計画給水量を設定しました。

• 目標とする計画一日最大給水量は、第3期（令和23年度から令和32年度）の415,000㎥／日となり、現行

計画の480,000㎥／日から65,000㎥／日（13.5％）減少することとなりました。
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各期の最大値

→ 推計実績 ←

第2期

R13～R22

（2031～2040）

第3期

R23～R32

（2041～2050）

424,000㎥/日 424,000㎥/日 415,000㎥/日

項目（㎥／日）

現行計画 再構築計画

～R2

(～2020)

第1期
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(2021～2030)

第2期

R13～R22

(2031～2040)

第3期
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計画一日最大給水量 480,000 424,000 424,000 415,000

計画一日平均給水量 415,000 378,000 378,000 370,000

図 6 給水量の推計結果

表 1 計画給水量

5-2 施設能力・規模の適正化（基本方針①に関連する施設整備方針）

⑴ 浄・配水場の統廃合及び施設能力の適正化

• 施設能力の適正化を図るため、現在の浄・配水場の運用状況、平常時における配水水圧や非常時のバッ

クアップ運用などを比較・検討した結果、北浦和浄水場、南浦和浄水場、高鼻浄水場、金重配水場につ

いて段階的に廃止する方針とします。なお、廃止後の土地利用については、有効活用するための方法を

今後検討します。

• 浄・配水場の統廃合と併せ、配水場の停止や配水幹線の断水など非常時に必要な予備能力（バックアッ

プ能力）を確保しながら、浄・配水場の全面更新や配水ポンプの更新を行うことで段階的なダウンサイ

ジングを進め、施設能力の適正化を図ります。

施設能力 予備能力

最大施設能力

計画一日平均給水量

計画一日最大給水量

非常時給水量

段階的に削減する
施設能力

（現状から35％削減）

【 現 状 】

【 R32年度 】

浄水場・配水場の更新・統廃合や

配水ポンプの更新を行うことで

施設能力の適正化を図る。

水需要減少により低下

図 7 廃止する浄・配水場 図 8 施設能力ダウンサイジングのイメージ

⑵ 配水幹線網及び更新口径の設定

• 非常時におけるバックアップ運用を考慮し、

浄・配水場間を原則2系統の配水幹線で連絡する

配水幹線網の構築を行います。また、適正な更

新口径での更新を行うことで、施設規模の適正

化を図ります。

図 9 配水幹線網（現状）
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分類 法定耐用年数 更新基準年数

土木
施設

配水池（PC、SUS） 60年 100年

配水池（RC） 60年 60年

建築物 管理棟など 50年
耐震性あり 80年

耐震性なし 60年

機械
設備

取水ポンプ 15年 20年

配水ポンプ 15年 30年

ろ水機 20年 60年

電気
設備

受配電設備 20年 30年

監視制御設備
従来型 15年 30年

ＬＣＤ 10年 20年

自家発電設備 15年 30年

5-3 計画的な更新及び災害対策の推進（基本方針②に関連する施設整備方針）

⑴ 更新事業の平準化

• 将来的な更新需要の増加とそれに伴う整備費用の増大を見据え、これまでの調査・更新実績や他事業体

の設定事例を参考に本市独自の更新基準年数を設定し、従来より更新実施期間を長くすることで、更新

事業の平準化を図ることとします。

• 浄・配水場の施設・設備は、適切な維持管理による長寿命化を図り、全面更新時期を考慮しながら、法

定耐用年数経過後から更新基準年数までに更新を実施することを原則とします。

• 水道管路は、法定耐用年数経過後から更新基準年数までに前倒しで更新を行うことで事業の平準化を図

り、10年で更新率10％（更新延長380㎞）を目標に進めていきます。

表 2 施設・設備の更新基準年数
（現地調査及び更新実績、他事業体の事例を参考に設定）

表 3 水道管路の更新基準年数
（ダクタイル鋳鉄管の管体調査、土壌分析から設定）

⑵ 耐震化及び浸水対策

• 水道管路の耐震化については、引き続き耐震継手管を使用し、更新と併せて耐震化を図っていきます。

• 浄・配水場については、全面更新対象以外の機場のうち、十分な耐震性能を有しない配水池や建築物の

耐震補強を実施します。

• 洪水ハザードマップなどから浸水が想定される浄・配水場について、防水板の設置など実施可能な浸水

対策を進めます。

（例）2000年に設置した配水池（PC）を更新する場合
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図 10 更新期間の考え方（施設・設備）

図 11 更新基準年数を適用した管路更新延長の平準化イメージ

シャッター 扉 窓 ガラリ

防水板・止水堰などの設置 かさ上げ
（可能な場合）

図 12 配水池の耐震補強（柱・梁の増厚） 図 13 浸水対策のイメージ

5-4 浄・配水場の整備スケジュール

• 第1期から第2期にかけて、浄水場の全面更新及び廃止を優先的に実施する方針とします。

• 配水場は、既存敷地での更新が困難なことが予想されるため、新規用地の取得を含めた更新方法の検討

を行い、特定の年度や期間に事業費が偏る場合は、浄・配水場全体の更新・廃止スケジュールを見直し

ます。

表 4 浄・配水場の整備スケジュール

5-5 整備費用の見通し

• 施設の統廃合やダウンサイジング、更新基準年数の設定による事業の平準化など水道施設再構築を実施

した場合、その費用は今後30年間で年平均約125億円となる見込みです。一方、施設能力の維持、法定

耐用年数での更新など水道施設再構築を実施しない場合は今後30年間で年平均約230億円となり、水道

施設再構築を実施することで年平均約105億円を削減できる見込みです。

• ただし、上記の費用には、配水場更新に伴う新規用地の取得や、配水幹線更新の際に非開削工法（推進

工法やシールド工法）を採用した場合の費用増加分を見込んでいないため、官民連携手法の導入や、施

設・設備の適切な維持管理など、より一層の事業費縮減・平準化に取り組んでいきます。
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図 14 水道施設再構築を実施した場合の整備費用の見通し

（次期計画）第4期～
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東部配水場

南部配水場 次期計画にて検討

尾間木配水場 次期計画にて検討

新都心配水場 次期計画にて検討

東浦和浄水場

北浦和浄水場

西部配水場

白幡配水場 次期計画にて検討

大宮配水場 次期計画にて検討

南浦和浄水場

土合浄水場

北部配水場

深作配水場 次期計画にて検討

東大宮浄水場

日進浄水場

高鼻浄水場

金重配水場

南下新井配水場

相野原配水場 次期計画にて検討

馬宮配水場

全面更新

統括
BLK

浄・配水場名
第1期 第2期 第3期

全面更新

耐震補強

廃止

北部 全面更新

全面更新

廃止

西部

更新方法の検討、民間活力導入調査、用地取得、長寿命化対策など　→　全面更新

東部

廃止

全面更新

全面更新

馬宮 全面更新

岩槻

廃止

全面更新

浄水処理施設整備


